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第1章 序論 

第 1 節 研究の背景  

近年、「スタートアップ育成 5 か年計画」を

はじめとする国策や投資環境の変化により、

日本のスタートアップへの資金および人材の

流入は加速している。2024 年の国内スタート

アップ数は 25,000 社を超え、資金調達総額も

増加傾向にある。しかし、リソースの増大が

必ずしも企業の持続的な成⾧に結びついてい

ない実態がある。特に、SaaS（Software as a 

Service）等のデジタル領域においては、急激

な組織拡大（J カーブ）を志向する中で、ヒ

ト・モノ・カネのバランスが崩れ、組織崩壊

や方向性の喪失に至る構造的なリスクを抱え

ている。 

 

第 2 節 研究の問題意識 

現代のスタートアップ経営における構造的な課

題は、経営資源の「量」ではなく「質とバラン

ス」にある。具体的には、創業者の「危険負担機

能（資金調達能力）」やビジョンによる「推進

力」が先行する一方で、拡大した組織を統合・監

督する「組織管理機能」が欠落しやすい構造にあ

る。 マーシャル（Marshall）が提唱した企業家

機能、すなわち「ビジネスプラン構築機能」「組

織管理機能」「危険負担機能」の 3 機能のバラン

スが崩れると、組織内部に構造的な「ゆが

み（Distortion）」が生じる。このゆがみ

は、単なる一時的な負荷（Strain）とは異な

り、組織の成⾧加速度を物理的に相殺する抵抗力として作用する。 

 

第 3 節 研究目的 

本研究の目的は、企業家機能の不均衡がいかにして組織や事業のゆがみを顕在化させる

のか、そしてそのゆがみをいかにして緩和し、持続的な成⾧へと再接続させるのかという

動的なメカニズムを解明することである。これらを解明することにより、経営者に対して

は「なぜ 3 つの企業家機能が必要なのか」「なぜ企業家機能不均衡は組織にゆがみを生む

図 1 不足していると思う経営資源 

特許庁（2021）『スタートアップが直面する知的財産の課

題に関する調査研究』資料編より筆者作成 

図 2 池本・小西（2024）より引用し筆者にて加筆 

企業家機能が不均衡となりゆがみが発生している状態 
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のか」という自己認識を促す。同時に、今後スタートアップを志す社会人ひいては、そこ

に生きる自分自身に対しても、フォロワーシップとしての指針を提供する。 

 

第2章 先行研究の整理 

本章では、スタートアップの成⾧阻害要因について、既存研究を5つの観点から整理

し、本研究の分析視角を提示する。組織規模の拡大に伴う弊害について、沼上ら（2006）

は「組織の＜重さ＞」という概念を提示している。彼らによれば、組織の重さとは物理的

な従業員数ではなく、組織内部の調整にかかる時間比率である。適切な組織デザインや共

通言語を持たないままの拡大は、調整コストを増大させ、組織の実質的な質量を重くす

る。また組織が抱える硬直性について、伊丹・加護野（2022）は「内部慣性」の視点から

論じている。組織には、過去の成功体験に基づくシステムや心理的感情が「システム・ロ

ック」「ヒューマン・ロック」として固着する性質があり、これが環境変化への適応を阻

害する。この矛盾や硬直性を持つ上での成⾧プロセスについて柳（2004）は「弁証法的発

展モデル」を提唱している。本来、組織内の矛盾は次のステージへ進化するためのエネル

ギーとなるべきだが、現実のスタートアップでは、この矛盾が正のエネルギーに転換され

ず、ステークホルダー間の認識不一致として滞留し、停滞を招くケースが多い。 

これらは組織管理機能欠如を起因としているが、森口（2025）の実証からは市場ニーズ

に適合するピボットが株主配慮のためになされないことを考察できる。 

これらの阻害要因の根本原因として、本研究はマーシャル（Marshall）および池本・小

西（2024）による「企業家機能」に着目する。企業家機能は「市場不均衡の発見」「組織

管理」「危険負担」の3つから成るが、現代のスタートアップは「危険負担（資金調

達）」ばかりが突出し、組織を統合する「組織管理機能」が欠落している。本研究では、

この機能不均衡こそが、上述した組織の重さや慣性、方向性の不一致を増幅させる真因で

あると捉え、これらを統合する物理モデルを構築する。 

 

図 3 森口(2025)「ベンチャー企業のピボット分析より著者作成 
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第3章 研究課題とリサーチデザイン 

第１節 研究課題・リサーチクエスチョンの設定 

前述の通り、本研究では企業家機能の不均衡に起因する「ゆがみ」の発生と緩和メカニ

ズムを解明するため、RQ1（構造モデルの構築）とRQ2（緩和プロセスの解明）を設定し

た。 

RQ1：企業家機能の不均衡によって生じるスタートアップ経営の構造的なゆがみを、どの

ようにモデル化することができるか？ 

RQ2：スタートアップ企業は、事業成⾧期に起こり得る企業家機能不均衡により顕在化す

るゆがみを、成⾧の為にどのように緩和するのか？ 

 

第2節 リサーチデザイン：混合研究法によるアプローチ 

本研究では、静的な構造と動的なプロセスの双方を捉えるため、混合研究法を採用す

る。まず、RQ1に対して物理学的アナロジーを用いた数理モデル（坂道モデル）を構築

し、ゆがみの構造を可視化する。次に、RQ2に対してグラウンデッド・セオリー・アプロ

ーチ（GTA）を用いた質的分析を行い、現場の経営者がいかにしてゆがみを緩和している

かのプロセスを解明する。最終的に、両者の分析結果を統合し、結論を導出する。 

 

図 4 混合研究法によるリサーチデザインを筆者作成 

 

第4章 理論枠組みと構造モデルの構築 

本章はRQ1（構造モデルの可視化）に回答することを目的とする。そのために、第3章

で設定したリサーチ・クエスチョン（RQ1）に答えるための分析枠組みとして、物理学的

アナロジーを用いた「𝐹=m𝑎」モデルを構築する。なお、本研究で用いた物理学的アナロ

ジーを活用したモデルは、厳密に予測する数理モデルではなく、成⾧阻害構造を可視化す

る為の概念的なモデルとして位置づける。 

 

第１節 モデル設定のプロセス：力学的アナロジーの導入 

スタートアップの成⾧を「坂道を登る物体の運動」に見立て、ニュートン力学の運動方

程式（𝐹=m𝑎）を応用したモデルを構築する。成⾧加速度（𝑎）は、以下の式で表される。 

𝐹'=ma' 

𝐹'=𝐹𝑤cos𝛉＋𝐹vc‐mgsin𝛉 
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この式を変形し、成⾧加速度𝒂

‘（本論文では便宜上𝒂 と表記）を

求める式は以下のようになる。 

𝒂ᇱ= (𝐹𝑤𝐜𝐨𝐬𝛉+ 𝐹vc-m𝐠𝐬𝐢𝐧𝛉)/m 

なお、各変数の定義は以下の通

りである。 

成⾧加速度：𝑎 

議論の焦点となる被説明変数。𝑎

に着目すると、いかに抵抗や重さ

をマネージすべきかが可視化され

る。 

組織の質量：m 

企業Xの組織の「重さ」を表す変数である。人数増をいかに質量に変えないかが肝要。 

経営陣の推進力：𝐹𝑤 

創業者や経営陣が持つ「事業を推進しようとする意思を含んだ力」を指す。フェーズに

よって徐々に減衰していく。 

外部株主の推進力：𝐹vc 

ベンチャーキャピタル（VC）等の外部株主による推進力であり、「リスク負担機能」に

よって外部から注入されるエネルギー。同時に高い成⾧を求める圧力が、組織の方向性を

ゆがめるリスクも孕む。 

方向性の不一致：θ  

これは、ステークホルダー間（経営陣-外部株主間を想定）に発生する「推進方向性の不

一致」を表す。物理モデル上、このθは「坂道の傾斜角」として表現される。 

競争環境の厳しさ：g 

自社が置かれている競争環境の厳しさを、重力加速度gに見立てたものである。 

 

第２節 物理モデルアナロジーに基づくモデル構築 

モデル構築にあたり、実際のスタートアップ統計データ（調達額中央値、平均従業員

数、創業者在籍率など）および著者の実務経験に基づく数値を一部の定数として採用し、

桁数や単位の異なる変数を同一モデル内で比較可能なように正規化を実施した。 

表 1 各フェーズにおけるパラメータ推移（正規化後） 

 

図 5 経営における自社内外ベクトルの 

相互作用モデルを筆者作成 
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更に、感応度分析を行い、その結果から以下の

構造的特質が読み取れた。 

初期の「身軽さ」への圧倒的依存 

初期においては「重くしないこと」が成⾧の

絶対条件であり、管理機能不在のまま安易に人

を増やすことが致命傷になることを示唆。 

推進力の効き目の低下 

𝐹𝑤の感応度は、フェーズを経て激減する。組織が大きくなればなるほど、創業者の「個

人の熱量」や「ビジョンの連呼」だけでは、物理的に組織を加速させることが不可能にな

る。 

外部圧力とゆがみの拮抗 

後半フェーズでは𝐹𝑤よりも𝐹vcの感応度が高まるが、同時にθやgのマイナス影響も無視で

きなくなる。特にθが大きい状態（ゆがんだ状態）でmが増えると、加速度𝑎は急速に負の

領域へ転落するリスクがある。 

 

第3節 ケースへの当てはめによる信頼性の確認 

第１項 α社（シリーズC）：機能不均衡による停滞と回復 

α社では、CxOの退任により𝐹𝑤が低下し、頻繁な方針変更によりθが増大した。さらに人

員増によるmの肥大化が重なり、成⾧が停滞した。その後、資本業務提携等による再設計

で整合性を取り戻し、回復した。(図6) 

 
図 6α社におけるモデル遷移 

 

第２項 β社（シリーズA）：ピボットによる再整合 

β社は、組織崩壊の危機（mの増大）に直面したが、CEO自身の変革とピボットにより推

進力（𝐹𝑤）を再強化し、高成⾧を実現した。(図7) 

これらの事例は、本モデルが成⾧阻害の構造的要因を説明可能であることを示している。 

表 2 初期モデル感応分析結果 
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図 7 β社におけるモデル遷移 

 

第4節 本章のまとめとRQ1への回答 

RQ1：企業家機能の不均衡によって生じるスタートアップ経営の構造的なゆがみを、どの

ようにモデル化することができるか？ 

企業家機能の不均衡による構造的なゆがみは、組織の重さと方向性の不一致という二つ

の変数が、推進力を阻害する力学構造としてモデル化することができた。 

 

第5章 動的プロセスの仮説導出 

第１節 モデルの限界と深化の必要性 

第4章の物理モデルは静的な構造を示したが、経営者が具体的にどう行動すれば変数を

操作できるかという動的なプロセス（行為）までは説明できない。具体的には、以下3点

が課題として残る。 

1. 状態記述と行為の欠落：状態のみ記述され、行為とその要因が表現されていない 

2. 変数操作の実務的困難性：実行の具体的プロセスの構造化が必要 

3. 初期モデルの再構築の必要性：主要変数のみに留まる 

 次節以降、質的研究により、動的なプロセスの中におけるメカニズムを導出する。 

 

第２節 仮説の導出 

モデルが示した物理的な制約条件を、第3章で定義した企業家機能の発揮によっていか

にして乗り越えるかという視点から、実証分析に向けた3つの仮説を導出した。 

仮説1：起業家的推進力の減衰と再構成のジレンマ (H1) 

「組織の成⾧加速度を維持するためには、経営陣の推進力を強化し続ける必要があるが、

強化すべき企業家機能を見誤ると、逆説的に推進力の減衰を招く。」 

仮説2：認識不一致による質量の増幅 (H2) 

「組織管理能力なき権限委譲や分業は、認識不一致のリスクを高めるため、ゆがみを制御

しないままの組織拡大は、質量の増大を招き、成⾧加速度を相殺する。」 

仮説3：外部圧力下におけるゆがみ調整のパラドックス (H3) 
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「外部環境の不確実性が高い局面において、危機負担能力なき中での外部資本導入は、推

進力の強化ができず、組織内のモチベーションを低下させ、成⾧加速度を低下させるパラ

ドックスを起こす。」 

 

第3節 仮説検証のプロセスと全体像 

急成⾧期およびその前後のスタートアップ経営層8名を対象に半構造化インタビューを

実施。得られたデータを、GTA（グラウンデッド・セオリー・アプローチ）を用いて分析

し、仮説の検証および物理モデルとの照合を行う。 

表 3 インタビュー先一覧 

 

 

第6章 分析結果 

第１節 オープン・コーディングの結果：9つの主要概念 

419件のコードを分析した結果、スタートアップの成⾧を阻害する要因（ゆがみ）と、

それを乗り越える作用を表す、以下の9つの主要カテゴリーが抽出された。 

【停滞を生む「ゆがみ」のカテゴリー】 

 外部信用の不足を内製的努力で補うことで生じる過負担構造 

 権限・役割の不整合による自律性の阻害と意思決定の遅延 

 情報非対称性が生む推進力伝播の低減構造 

 個人志向と組織方向の非同期が生む内部の不整合 

 負荷集中と属人化が生む構造的停滞 

【ゆがみを緩和する「再整合」のカテゴリー】 

 成⾧フェーズ移行に伴う環境抵抗の顕在化と推進力の再構成 

 経営と株主間の期待値調整による方向整合プロセス 

 競争軸の再定義による市場位置づけの再明確化 

 顧客価値への立ち返りによる方向性の再集中 
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第２節 アキシャル・コーディング：フェーズ別メカニズムの抽出 

GTA分析の結果、フェーズごとに以下のメカニズムが抽出された。 

初期（過負担のゆがみ） 

外部信用の不足を補うための投資家好みの活動による過負担が、現場との乖離を生む。 

PMF期（組織機能不全） 

急速な拡大に対し、権限委譲や役割定義が追いつかず、意思決定が遅延する。経営と現

場の情報の非対称性が拡大する。 

拡張期（共通言語の欠如） 

多様な人材流入により、ビジョンの自己解釈が進み、個人のベクトルが分散する。これ

が組織の実質的な重さとなる。 

 

第３節 セレクティブ・コーディング：中核カテゴリー 

分析の結果、本研究の中核カテゴリーを以下のように定義する。 

「事業拡大期に、企業家機能不均衡により不可避的に発生する構造的な「ゆがみ」を、内

外環境適合によって動的に緩和し続ける、反復的な再整合プロセス」 

この定義は、スタートアップの成⾧メカニズムを、単一の成功要因に還元するのではな

く、ゆがみの発生と解消という反復的なダイナミズムとして捉え直すものである。 

以上が「RQ2：スタートアップ企業は、事業成⾧期に起こり得る企業家機能不均衡により

顕在化するゆがみを、成⾧の為にどのように緩和するのか？」の回答となる。 

 

図 8 GTA から導出される概念マップ（筆者作成） 

 

第5節 仮説の検証 
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第5章で設定した3つの仮説（H1～H3）については、以下の検証結果となった。 

H1（推進力の再構成）：部分的支持。創業者個人の力は減衰するが、役割再定義により

維持可能。 

H2（認識不一致による質量増加）：強く支持。組織の重さ（m）の実体は人数ではな

く、認識のズレによる心理的・構造的な抵抗であることが裏付けられた。 

H3（外部圧力のパラドックス）：管理能力不足の局面での資金注入は、組織を内側から

破壊する重力として作用することが確認された。 

 

第7章 総合考察と提言 

第1節 総合考察：再構成モデルが解明した成⾧阻害の真因 

一般に、経営資源としての人的資本の蓄積は競争優位の源泉であり、人員の増加は成⾧

の証であるとみなされてきたが、本研究の結果、組織管理機能が欠如した状態での資源投

入は負債になることを明らかにした。特に、外部圧力がないにも関わらず、経営者が自ら

「虚像の圧力」を作り出し、組織内部にゆがみを転嫁している実態は、危機負担能力の不

全を示している。成功する経営者は、自身の役割の変化や必要な企業家機能を謙虚に把握

し受け止めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 9 企業家機能とモデル変数の可視化を筆者作成 
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第2節 実務への提言：市場を基準とした再整合 

経営陣に対し、内向きの調整ではなく、市場と顧客を基準点とした「徹底した事業のす

り合わせ」を提言する。売上は結果論であり、その前に事業への信頼が必要である。従業

員に対しては、現場のリアリティを経営にフィードバックする「センサー機能」として参

画し、情報の非対称性を解消することで組織の重さを軽減することを求める。 

 

第8章 結論 

第1節 学術的貢献 

本研究は、物理モデルと質的分析を統合することで、スタートアップの成⾧阻害メカニ

ズムを構造的かつ動的に解明した点に意義がある。特に、資源投入が組織状態によっては

抵抗力に転じることを定量的に示した点は、既存の経営戦略論に新たな視座を提供する。 

 

第2節 実務的貢献 

実務的には、「組織の重さ」や「ベクトル」といった共通言語を提供し、感情的な対立

を構造的な問題解決へと導く基盤を提示した。また、第一に組織内部の不一致を解消する

「引き算の経営」の重要性を示唆した。 

 

第3節 研究の限界と今後の課題 

本研究は特定の成⾧フェーズにある8社を対象としており、他業種や成熟企業への適用

には課題が残る。今後は大規模な定量調査を通じたモデルの汎用性向上や、客観的指標を

用いた変数定義の精緻化が求められる。 
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